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（１）策定の経緯

・都は、日々の豊かさにも直結する地域公共交通の取組を加速し、誰もが移動しやすく、自由自在な交流が可

能な都市を実現するため、令和４年３月に「東京における地域公共交通の基本方針」を策定した。

・地域の交通課題の解決に向け、区市町村が主体的な役割を発揮しつつ取組を促進していくため、都はこの方

針に基づき区市町村の取組を支援している。

・区市町村による地域公共交通計画の策定、デマンド交通、グリーンスローモビリティなどの導入が進むなど、

地域公共交通の取組は着実に進展している。

（２）基本方針策定後の地域公共交通を取り巻く状況の変化

・東京においても2030（令和12）年をピークに人口減少社会を迎えることや、今後も高齢者人口が着実に増加

するなど人口構造の変化が進行している。

・地域公共交通に目を向けると、その中心となるバス事業は、運転士不足による減便・廃止が進行しており地

域生活に影響を及ぼしている。

・一方、タクシー運転士不足に対応した日本版ライドシェアの取組が2024（令和６）年から開始されたことや、

自動運転技術に関しては、都内でレベル４自動運転に向けた実証が実施されるなど、新たな取組が進んでいる。

・こうした基本方針策定後の地域公共交通を取り巻く状況が大きく変化したことから、限られた人的資源や、

新たな技術なども活用しながら、地域公共交通の維持・充実を図っていくことが必要となっている。

１－１ 改定の目的等第１章 基本方針の位置付け等
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（３）改定の目的
・地域公共交通を取り巻く状況の変化を踏まえた持続可能な地域公共交通の構築に向け、2050年代を目標年次

とした地域公共交通の目指すべき姿と、その実現に向けた取組を示すため基本方針を改定する。

（４）改定のポイント

○取組の方向性
・バス運転士不足にも対応した、利便性の高い効率的なネットワークへの再編に向けた基本的な考え方を示

すとともに、区市町村の主体的な取組を促す。

<主な取組>

①地域公共交通ネットワークの再編

・交通事業者が主要なバス路線を中心にサービス水準を確保しつつ、区市町村によるコミュニティバス等
のネットワーク再編を促進（支援拡充）

②多様な主体を活用した取組の促進

・住民やNPO等の地域が主体となった交通モードの導入などを促進（支援拡充）

③広域調整に係る取組の促進

・行政界をまたいだ課題の解決に向けた取組を促進するため、隣接する区市町村で構成する連絡会を設置
し、区市町村間の連携した検討に都も参画し課題解決に取り組んでいく。

１－１ 改定の目的等
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１－２ 上位計画の位置付けと目標年次第１章 基本方針の位置付け等

（１）上位計画の位置付けと目標年次

・「2050東京戦略」及び「都市づくりのグランドデザイン」を上位計画とする。

・ ｢2050東京戦略」は、2050年代のビジョン及び2035年に向けた戦略を示しており、基本方針の改定も整合を

図り、2050年代を目標年次とした地域公共交通の将来像やその実現に向けた取組の方向性などを示してい

く。

戦略18 インフラ・交通

2035年に向けた政策の方向性

・暮らしを支える地域公共交通の充実・強化を図っていく
・自動運転などの次世代モビリティの実装を加速していく

2050年代のビジョン

・世界一のインフラが、人をつなぎ、暮らしを支える

（出典）都市づくりのグランドデザイン(H29.9) 東京都

４つの地域区分と2つのゾーン
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１－３ 地域交通第１章 基本方針の位置付け等

（１）主な交通手段

公共交通

路線バス
（BRT含む）

コミュニティバス
コミュニティバス
（ワゴン車両）

デマンド交通
グリーンスロー
モビリティ

事例

都バス しなばす（品川区）
あおやぎっこ

（国立市） チョイソコあきる野 杉並区

運行形態 路線定期運行 区域運行 路線定期運行

定員 約80名 約30名 約10名 約10名 約４～10名

車両の特徴 バス（大型） バス（小型） ワゴン車
ワゴン車
普通車

グリスロ

公共交通の特徴等

・本方針で取り扱う対象は、路線バスやコミュニティバスなどの公共交通を基本とする。

※タクシーについては、区市町村が地域状況に応じて地域公共交通計画に位置付けている場合がある。

※公共ライドシェアについては、国の動向や普及状況等を踏まえながら検討していく。

タクシー

シェアモビリティ

小型モビリティ
歩行補完
モビリティ

港区、文京区他 自動走行車（高輪ゲートウェイ他）

一般乗用 個人移動

約5～10名 １名 １～3名

普通車
ワゴン車

電動自転車
電動キックボード

特定小型原付

立乗り自動走行車
自動走行電動車椅子

【その他】

〇シェアモビリティ

・小型モビリティ

・歩行補完モビリティ

〇タクシー など
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２－１ 社会状況の変化第２章 現状と課題

（１）人口減少

・日本の総人口は、2008 （平成20）年をピークに

減少しているが、都の人口は増加しており、2020

（令和２）年には約1,400万人に達している。引

き続き、増加傾向にあるが、2030（令和12）年

の約1,420万人をピークに減少に転じると推計さ

れている。

・地域別にみると、多摩・島しょでは、2025 （令

和７）年をピークに減少に転じるなど、人口減少

社会を迎える。

・このため、中長期的には公共交通交通機関の利用

者の減少や人口減少社会を見据えた取組が必要と

なる。
「国勢調査」（総務省）、「日本の将来推計人口（令和５年推

計）」（国立社会保障・人口問題研究所）等より作成

2025年以降の東京都の人口は東京都政策企画局による推計

東京都（区部及び多摩・島しょ）の総人口の推計
出典：2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口

（令和７(2025)年３月/東京都政策企画局）
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（２）高齢社会

・東京の人口に占める65歳以上の高齢者の割合は、

2025 （令和７）年に22.7％と推計されている。

日本全体の高齢化（2025年29.6％、2050年

37.1％）の動向と比べれば低いが、今後、総人

口が減少する中、高齢者人口が増加していくた

め、高齢化率は着実に増加し、2035 （令和17）

年には24.9％（４人に１人）、2050 （令和32）

年には29.3％（３人に１人）に達する。2050年

以降も引き続き増加していく傾向にある。

・高齢者人口の増加により、自らが移動の手段を

持たない住民が増加するため、買物や通院など、

地域における日常生活を支える身近な生活圏に

おける移動手段の充実の必要性が高まっている。

２－１ 社会状況の変化第２章 現状と課題

高齢化率及び年齢階級別人口の推計

出典：2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口
（令和７(2025)年３月/東京都政策企画局）
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２－１ 社会状況の変化第２章 現状と課題

（３）2050年ゼロエミッション東京の実現

・2050年ゼロエミッション東京の実現に向け、2030年カーボンハーフとその先の未来を見据え「ゼロエミッ

ション東京Beyondカーボンハーフ」（2025(令和７)年）を策定し、脱炭素社会の実現に向けた10の政策を位

置付け取り組んでいる。政策３の「ゼロエミッションモビリティの推進」において、公共交通機関の利用割合

を高めることや、自動車の非ガソリン化を促進していくこととしている。

・地域公共交通の取組においても、地域公共交通ネットワークの再構築を促進し、公共交通の利用拡大を図る

ことや、バス車両の脱炭素化の促進などによるCO２排出抑制の取組が必要である。

・自動車や徒歩などのCO2を排出しない行動への移行や公
共交通機関の利用割合を高めることに加え、ZEVをはじ
めとした自動車の非ガソリン化（HV含む）を促進するこ
とが必要です。

（出典）ゼロエミッション東京戦略Beyond カーボンハーフ
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